






















平成年月から平成23年月まで Z社の取締役であった。Y1と Y2は Z
社の従業員であった。
X1は Z 社の株式11900株を保有していたが、Y1に Z 社株式5474株を、
Y2に Z 社株式357株を譲渡し、X2は Z 社株式2100株を保有していたが、

















C を解任し、Dを監査役として選任した。一方、Xらは X らを株主とし
て平成27年月30日に株主総会②を開催し、取締役Aを議長としてX1お
よび Bを取締役として選任する決議および監査役 Cの辞任にともない E
を監査役として選任する決議がなされ、その旨の登記がなされた。株主総
会に引き続き、同日に X1、A、B と Yらを取締役として X1、A、B が出





月22日、Y らを株主として Z 社の臨時株主総会③が開催され、Y1が代表
取締役として議長に就任した上で、X1、A、Bを取締役から解任し、Eを
監査役から解任し、Fを取締役に選任する旨の決議がなされ、その旨の登
記がなされた。このため、Y らは Z 社に対して、平成27年月30日の Z
社の株主総会②での X1らを取締役に選任する旨の決議および月30日、
月日取締役会決議の不存在の確認を求めた（第事件）。




































































































































































































である F社らは Hが全株式を有する会社であることから、Bおよび Cの












































は Xと長女 D があり、Aは将来は B社を Xに、Y1社を Dに継がせたい
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